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第１章 総  則 

第１節 一般事項 

１．１．１ 

適用範囲 

１．１．２ 

用語の定義 

（１）適用範囲 

この建築工事監理等委託標準仕様書（以下「委託標準仕様書」とい

う。）は、東京都下水道局（以下「当局」という。）が発注する建築工

事監理等委託業務に適用する。 

（２）優先順位 

工事監理等業務委託仕様書は、相互に補完する。ただし、工事監理

等業務委託仕様書間に相違がある場合の適用の優先順位は、次のア

からオまでの順のとおりとする。 

また、これにより難い場合は、「１．１．３ 業務内容及び設計図書

の疑義」による。 

ア 質問回答書 

イ 特記仕様書 

ウ 委託標準仕様書 

エ 建築工事監理業務委託共通仕様書（国土交通省） 

オ 工事監理等業務委託仕様書（東京都財務局） 

この委託標準仕様書において用いる用語の定義は、以下のとおりとする。

（１）監督員 

「監督員」とは、受託者に対する指示、承諾又は協議の処理、受託

者が作成した図面の承諾を行い、また、契約図書に基づく工程の管理、

施工状況の確認、検査の実施（他の者に実施させ、当該実施を確認す

ることを含む。）の処理、関連工事の調整、設計図書の変更及び一時

中止又は打切りの必要があると認める場合における工事主管課長へ

の報告を行うとともに現場監督業務の掌理を行う者で、当局が通知し

た者をいう。 

（２）受託者 

「受託者」とは、工事監理等業務の実施に関し、当局と委託契約を

締結した個人又は会社その他の法人をいう。  
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（３）対象工事 

「対象工事」とは、当該工事監理等業務の対象となる工事をいう。

（４）受注者 

「受注者」とは、対象工事の工事請負契約の受注者又は工事請負契

約書の規定により定められた現場代理人をいう。 

（５）契約図書 

「契約図書」とは、業務委託契約書及び工事監理等業務委託仕様書

をいう。 

（６）設計図書 

「設計図書」とは、対象工事の工事請負契約書の規定により定めら

れた設計図書、当局から変更又は追加された図面及び図面のもとにな

る計算書等をいう。 

（７）工事監理等業務委託仕様書 

「工事監理等業務委託仕様書」とは、委託標準仕様書、特記仕様書、

図面及び設計説明書並びにこれらの図書に係る質問回答書をいう。 

（８）委託標準仕様書 

「委託標準仕様書」とは、業務委託をする上で必要な技術的要求、業

務内容を説明したもののうち、あらかじめ定型的な内容を盛込み作成し

たものをいう。 

（９）特記仕様書 

「特記仕様書」とは、図面及び委託標準仕様書を補足し、監理内容

の明細又は固有の技術的要求を定めたものをいう。 

（10）指示 

「指示」とは、監督員が受託者に対して、工事監理等業務の遂行上

必要な事項について、書面をもって示し、実施させることをいう。 

（11）承諾 

「承諾」とは、書面で申し出た工事監理等業務の遂行上必要な事

項について、当局若しくは監督員又は受託者が書面により同意する

ことをいう。 

（12）協議 

「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、監督員

と受託者が対等の立場で合議することをいう。 

（13）提出 
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「提出」とは、監督員が受託者に対し、又は受託者が監督員に対

し、工事監理等業務に係る書面又はその他の資料を説明し、差し出す

ことをいう。 

（14）提示 

「提示」とは、監督員が受託者に対し、又は受託者が監督員に対

し、監理委託に係る書面又はその他の資料を示し、説明することをい

う。 

（15）報告 

「報告」とは、受託者が監督員に対し、工事監理等業務の状況又は

結果について、書面をもって知らせることをいう。 

（16）通知 

「通知」とは、当局若しくは監督員が受託者に対し、又は受託者が

当局若しくは監督員に対し、工事監理等業務に関する事項につい

て、書面をもって知らせることをいう。 

（17）連絡 

「連絡」とは、監督員及び受注者又は現場代理人との間で、監

督員が受注者に対し、又は受注者が監督員に対し、契約書第10条

（条件変更等）に該当しない事項又は緊急で伝達すべき事項につ

いて、口頭、電子メール等の署名又は押印が不要な手段により知

らせることをいう。 

（18）書面 

「書面」とは、手書き、印刷等により作成した書類をいい、発行

年月日を記載し、署名又は押印したものを有効とする。なお、緊急

を要する場合は、電子メールにより伝達できるものとするが、後日有

効な書面と差し替えるものとする。 

なお、関係規定等で書面又は押印を不要とした書類について

は、署名又は押印がない場合も有効な書面と取扱う。 

（19）確認 

「確認」とは、受託者が契約図書に示された事項について、立会い若

しくは関係資料により、その内容について、契約図書との適合を確か

めることをいう。 

（20）立会い 

「立会い」とは、受託者が、工事が設計図書等の内容どおりに施工
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１．１．３ 

業務内容及び

設計図書の疑

義 

１．１．４ 

監督員の権限 

又は製作されているかどうかを確認するため、工事現場、製作所、試

験機関等において、それぞれの施工等に臨場することをいう。 

（21）調査・検討 

「調査・検討」とは、受託者が、設計図書等と十分に照合し、内容

が適合しているか否か又は適切であるか否かを明らかにすることを

いう。以下、調査、検討も同意語とする。 

（22）検査 

「検査」とは、検査員が契約図書に基づき工事監理等業務の確認を

行うことをいう。 

（23）検査員 

「検査員」とは、契約書の規定に基づき、工事監理等業務委託の検

査を行うために当局が定めた者をいう。 

（24）協力会社 

「協力会社」とは、受託者が監理等業務の遂行に当たって、その業

務の一部を再委託する者をいう。 

（25）ISO9001 適用工事 

「ISO9001 適用工事」とは、契約後に当局と協議を行い、ISO9001 適

用工事とすることについて承諾を受けた工事をいう。

受託者は、業務内容及び設計図書に疑義があるときは、速やかに監督員

と協議し、指示を受けなければならない。 

（１）監督員 

局が定める当該監理等委託業務の監督員は次のとおりとする。 

ア 総括監督員 

イ 総括監督員補佐 

ウ 担当監督員 

エ 副監督員 

（２）監督員の権限 

監督員が行う受託者に対する工事監理等委託業務の遂行に係る事

項については、いずれの監督員も受託者に対して行うことができる。

受託者が行う監督員に対する工事監理等業務の遂行に係る事項につ
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１．１．５ 

秘密の保持等 

１．１．６ 

環境により 

良い自動車 

の利用 

１．１．７

情報セキュリ

ティ対策 

いては、担当監督員に対して行うものとする。ただし、担当監督員が

不在又は欠けた場合は副監督員に対して行うものとし、副監督員が不

在又は欠けた場合は総括監督員補佐に対して行うものとし、総括監督

員補佐が不在又は欠けた場合は総括監督員に対して行うものとする。

（１）秘密の漏えいの禁止 

受託者は、本業務を通して知り得た秘密事項を第三者に漏らしては

ならない。 

（２）目的外使用の禁止 

受託者は、当局の承諾を受けた場合を除き、設計図書等や施工の記

録等を工事監理等業務の目的以外に使用してはならない。 

受託者は、本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合

は、次の事項を遵守する。 

（１）「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」(平成 12 年東京

都条例第 215 号)第 37 条のディーゼル車規制に適合する自動車とす

る。 

（２）「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法」（平成４年法律第 70 号）の

対策地域内で登録可能な自動車利用とする。  

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置

装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やか

に提示し、又は提出する。 

受注者は、工事の施行に当たり、「東京都サイバーセキュリティ基本方

針」（平成27年10月27日付）に基づき、当局が実施する情報セキュリティ

対策を遵守し、下水道施設の情報セキュリティ管理に万全を期さなければ

ならない。
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第２章 工事監理等一般 

第１節 一般事項 

２．１．１ 

一般事項 受託者は、委託対象工事の工事請負契約書、設計図書及びプラント設備

並びに建築基準法等関係法規の内容を熟知の上、工事現場の状況に精通

し、設計意図の実現、即ち工事が完全に施行されるよう工事監理等業務を

行うものとする。 

第２節 工事監理等業務の実施

２．２．１ 

業務の着手 

２．２．２ 

工事監理等業 

務の内容 

（１）着手 

受託者は、委託契約締結後速やかに工事監理等業務に着手しなけれ

ばならない。 

（２）契約図書の把握 

受託者は、工事監理等業務の着手に当たり、契約図書及び設計図書

を十分に把握しなければならない。 

（３）工事監理等業務実施計画書の作成 

受託者は、工事監理等業務の着手に当たり、２．２．３に規定する

工事監理等業務実施計画書を作成し、監督員に提出するものとする。

受託者は、別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に従い

次の業務を処理するものとする。 

（１）工事段階で設計者（設計業務受託者）が行うことに合理性がある実

施設計に関する業務 

ア 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等 

工事施工段階において、設計意図を正確に伝えるための質疑応

答、説明（必要に応じ図面作成）、打合せ等を受注者に対して行い、

監督員に報告する。また、設計図書等の定めにより、設計意図が正
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確に反映されていることを確認する必要がある部材、部位等に係る

施工図等の確認を行う。ここでいう図面とは、スケッチ等であり、

実施設計の延長と考えられる図面は含まれない。 

イ 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検

討、助言等 

設計図書等の定めにより、工事施工段階において行うことに合理

性がある工事材料、設備機器及びそれらの色、柄、形状等の選定に

関して、設計意図の観点からの検討を行い、必要な助言等を監督員

に対して行う。 

（２）工事監理に関する業務 

ア 工事監理方針の説明等 

(ｱ) 工事監理方針の説明 

当該業務の着手に先立って、工事監理体制その他工事監理方針

について記載された業務計画書を作成し、監督員に提出し、承諾

を受ける。 

(ｲ) 工事監理方針変更の場合の協議 

当該業務の方法に変更の必要が生じた場合、監督員と協議す

る。 

イ 設計内容の把握等の業務 

(ｱ) 設計図書の内容の把握 

設計図書の内容を把握する。設計図書に明らかな、矛盾・誤謬・

脱漏・不適切な納まり等を発見した場合には、その内容をとりま

とめ、監督員に報告する。 

(ｲ) 質疑書の検討 

受注者から工事に関する質疑書が提出された場合、設計図書

に定められた品質（形状・寸法・仕上がり・機能・性能等を含む。

以下、同じ。）確保の観点から技術的に検討し、その結果を監督

員に報告する。 

ウ 施工図等を設計図書に照らして検討・報告する業務 

(ｱ) 施工図等の検討・報告 

ａ 受注者が作成・提出する施工図（現寸図・躯体図・工作図・

製作図等をいう。）、製作見本、模型、見本施工等が設計図書の

内容に適合しているか否かを検討し、適合していると認められ
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る場合には、その旨を監督員に報告する。 

ｂ ａの結果、適合しないと認められる場合には、設計図書に定

められた品質を確保するために必要な措置についてとりまと

め、監督員に報告する。 

ｃ ｂの結果、受注者が施工図、製作見本、模型、見本施工等を

再度、作成・提出した場合は、ａ、ｂの規定を準用する。 

(ｲ) 工事材料・設備機器等の検討・報告 

ａ 受注者が提案・提出する工事材料・設備機器等（材料・機器

製造者及び専門工事業者の選定についての提案を含む。）及び

それらの見本に関し、受注者に対して事前に指示すべき内容を

監督員に報告し、提案・提出された工事材料・設備機器等及び

それらの見本が設計図書の内容に適合しているかについて検

討し、適合していると認められる場合には、その旨を監督員に

報告する。 

ｂ ａの結果、適合しないと認められる場合には、設計図書に定

められた品質を確保するために必要な措置についてとりまと

め、監督員に報告する。 

ｃ ｂの結果、受注者が工事材料、設備機器等及びそれらの見本

を再度、作成・提出した場合は、ａ、ｂの規定を準用する。 

(ｳ) プラント設備機器の調整・確認 

エ 工事と設計図書との照合・確認 

受注者が行う工事が設計図書の内容に適合しているかについ

て、設計図書に定めのある方法による確認のほか、目視による確認、

抽出による確認、受注者から提出される品質管理記録の確認等、対

象工事に応じた合理的な方法により確認を行う。 

オ 工事と設計図書との照合・確認の結果報告等 

(ｱ) エの結果、工事が設計図書のとおりに実施されていると認めら

れる場合には、その旨を監督員に報告する。 

(ｲ) エの結果、対象工事が設計図書のとおりに実施されていないと

認められる箇所がある場合には、直ちに、監督員に報告するとと

もに、設計図書に定められた品質を確保するために必要な措置に

ついてとりまとめ、監督員に報告する。 

(ｳ) 監督員から工事が設計図書のとおりに実施されていないと認
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められる箇所を示された場合には、設計図書に定められた品質を確

保するために必要な措置についてとりまとめ、監督員に報告する。 

(ｴ) 工事の受注者等が必要な修補を行った場合は、その方法が設

計図書に定める品質確保の観点から適切か否かを確認し、適切

と認められる場合にはその内容を監督員に報告する。 

(ｵ) (ｴ)の結果、修補が適切になされていないと認められる場合に

は、(ｱ) 、(ｲ) 及び(ｴ)に準じ取り扱う。 

(ｶ) 軽微な設計変更 

設計内容の伝達を行い、施工図等の検討を行う過程において、細

部の取り合いや工事間の調整の関係で、又は監督員の指示により

軽微な変更の必要が生じた場合、受注者に対して指示すべき事項

について監督員に報告する。 

カ  工事現場の危害の防止等の確認・報告 

(ｱ) 受注者等が提出する施工計画書等において施工方法及び仮設

計画が、危害防止等に必要な措置が講じられているか確認し、適

合されていると認められる場合には、その旨を監督員に報告す

る。 

(ｲ) (ｱ)の結果、適合しないと認められる場合には、法令に定めら

れた危害防止等に必要な措置について取りまとめ、監督員に報告

する。 

(ｳ) (ｲ)の結果、受注者等が施工計画書等を再度、作成・提出した

場合には、(ｱ)、(ｲ)の規定を準用する。 

(ｴ) 受注者等が行う工事が、施工計画書等に基づき施工されてい

るかを目視により確認し、適正に施工されていると認められる

場合には、その旨を監督員に報告する 

(ｵ) (ｴ)の結果、工事が適正に施工されていないと認められる場合

には、直ちに監督員に報告するとともに、安全施工等に必要な措

置についてとりまとめ、監督員に報告する。 

キ 工事監理等業務報告書等の提出 

工事と設計図書との照合及び確認を全て終えた後、工事監理等業

務報告書、監督員が指示した書類等の整備を行い監督員に提出す

る。 
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（３）その他の業務 

ア 工程表の検討・報告 

(ｱ) 工事請負契約の定めにより受注者が作成・提出する工程表に

ついて、工事請負契約に定められた工期及び設計図書に定められ

た品質が確保できないおそれがあるかについて検討し、品質が確

保できると認められる場合には、その旨を監督員に報告する。 

(ｲ) (ｱ)の結果、品質が確保できないおそれがあると認められる場

合には、受注者に対する修正の求め及びその他必要な措置につ

いてとりまとめ、監督員に報告する。 

(ｳ) (ｲ)の結果、受注者が工程表を再度、作成・提出した場合は、

(ｱ)、(ｲ)の規定を準用する。 

イ 設計図書に定めのある施工計画の検討・報告 

(ｱ) 設計図書の定めにより受注者が作成・提出する施工計画（工事

施工体制に関する記載を含む。）について、工事請負契約に定め

られた工期及び設計図書に定められた品質が確保できないおそ

れがあるかについて検討し、品質が確保できると認められる場合

には、その旨を監督員に報告する。 

(ｲ) (ｱ)の結果、品質が確保できないおそれがあると認められる場

合には、受注者に対して修正を求め、施工計画等、その他必要な

措置と併せて対策をとりまとめ、監督員に報告する。 

(ｳ) (ｲ)の結果、受注者が施工計画を再度、作成・提出した場合は、

(ｱ)、(ｲ)の規定を準用する。 

ウ 工事と工事請負契約との照合、確認、報告等 

(ｱ) 工事と工事請負契約との照合、確認及び報告 

ａ 受注者が行う工事が工事請負契約の内容（設計図書に関する

内容を除く。）に適合しているかについて、目視による確認、

抽出による確認、受注者から提出される品質管理記録の確認

等、対象工事に応じた合理的方法により確認を行い、適合して

いると認められる場合には、その旨を監督員に報告する。 

ｂ a の検討の結果、適合していないと認められる箇所がある場

合、又は監督員から適合していない箇所を示された場合には、

受注者に対して指示すべき事項を検討し、その結果を監督員に

報告する。 
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ｃ 受注者が必要な修補等を行った場合は、これを確認し、その

内容を監督員に報告する。 

ｄ ｃの結果、修補が適切になされていないと認められる場合の

再修補等の取扱いは、ｂ、ｃの規定を準用する。 

(ｲ) 工事請負契約に定められた指示、検査等 

工事監理等業務委託仕様書に定められた試験、立会い、確認、

審査、協議等（設計図書に定めるものを除く。）を行い、その結

果を監督員に報告する。また受注者が試験、立会い、確認、審査、

協議等を求めたときは、速やかにこれに応じる。 

(ｳ) 工事が設計図書の内容に適合しない疑いがある場合の破壊検

査 

受注者の行う工事が、設計図書の内容に適合しない疑いがあ

り、かつ、破壊検査が必要と認められる理由がある場合には、監

督員に報告し、監督員の指示を受けて、必要な範囲で破壊して検

査する。 

エ 関係機関への手続等 

(ｱ) 受託者は、工事監理等業務の実施に当たっては，当局が行う関

係機関等への手続及び立会いの際に協力しなければならない。ま

た、受託者は、工事監理等業務を実施するため、関係機関等に対

する諸手続及び立会いが必要な場合は、速やかに行うものとす

る。 

(ｲ) 受託者は、別表－１「主な官公署への申請手続一覧表」により

委託対象工事に必要な手続について事前確認を行い、工事に支障

のないようにしなければならない。 

(ｳ) 受託者は、建築基準法等の法令に基づく検査に必要な書類の原

案を作成し監督員に提出し、またその検査に立会わなければなら

ない。 

(ｴ) 受託者は、関係機関等と打合せを行った場合は、その内容につ

いて、書面（打合せ記録簿）に記録し、監督員に報告しなければ

ならない。 

オ 関連工事との調整業務 

カ 現場及び工場等における特殊な作業方法、仮設方法及び工事用機

械器具について検討・助言する業務 
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２．２．３ 

工事監理等業 

務実施計画書 

受託者は、特許権その他第三者の権利の対象となっているもの

は、契約書第７条(特許権等の使用)に規定する「特許権等」の対象

と同様に取り扱う。 

（１）工事監理等業務実施計画書の作成 

受託者は、契約締結後 14 日以内に工事監理等業務実施計画書を作

成し、監督員に提出し承諾を受けなければならない。 

（２）記載事項 

工事監理等業務実施計画書には、次の事項を記載するものとする。

ア 工事監理等業務一般事項 

(ｱ) 工事監理等業務の目的 

(ｲ) 工事監理等業務実施計画書の適用範囲 

(ｳ) 工事監理等業務実施計画書の適用法令 

(ｴ) 工事監理等業務実施計画書の適用基準類 

(ｵ) 工事監理等業務実施計画書に内容変更が生じた場合の処理方

法 

イ 工事監理等業務体制 

(ｱ) 工事監理等業務の指示系統図を作成する。 

(ｲ) 工事監理等業務運営計画 

ａ 現場定例会議の開催に係る事項（出席者、開催時期、役割分

担、その他必要事項）を記載する。 

ｂ 協力会社を定めた場合及び複数の職種で工事監理等業務を

行う場合の相互の連絡調整の方法及びその責任者等を記載す

る。 

ウ 工事監理等業務方針 

(ｱ) 工事監理等業務の内容に対する業務の実施方針及びその業務

の具体的な内容を記載する。 

(ｲ) 別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に示され

た確認業務を実施するための業務事項に応じた立会いの内容、頻

度等を記載する。 

エ 工事監理等業務工程計画 

工事監理等業務工程表に工事監理等業務技術者の配置予定期間

及び配置予定技術者数等を記載する。対象工事の実施工程との整合
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２．２．４ 

工事監理等業 

務報告書 

を図るため、受注者から提出される工事の実施工程表の内容を十

分検討の上、作成する。検討に用いた実施工程表についても参考と

して添付する。 

（３）資料の提出 

監督員が指示した事項については、受託者は更に詳細な業務の計画

に係る資料を提出する。 

（４）重要な変更 

工事監理等業務実施計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を

明確にし、監督員に報告の上、その都度監督員に変更工事監理等業務

実施計画書を提出しなければならない。この場合、受託者は変更する

工事監理等業務の実施 14 日前までに変更工事監理等業務実施計画を

監督員に提出し、承諾を受けなければならない。 

（５）計画書に基づく工事監理の実施 

受託者は、監督員の承諾を受けた工事監理等業務実施計画書及び変

更工事監理等業務実施計画書に基づき、工事監理等業務を実施しなけ

ればならない。 

受託者は、工事監理等業務の実施内容等について、次の書類を作成し、

監督員に提出する。 

（１）工事監理等業務月報 

主要な月間の工事監理等業務の実施内容及び翌月の予定について、

月間業務実施内容報告書及び月間業務予定報告書に各工事監理等業

務の内容を簡潔に記載する。 

（２）工事監理等業務日報 

工事監理等業務日報に、日々の工事監理等業務内容について、簡潔

に記載する。 

（３）記録写真 

受託者が、検査、立会い、現場での確認等を行った際には、その立

会い状況等を撮影し整備する。 

（４）提案書 

受注者が提出した協議書を検討し、提案書に受注者に対し指示等を

すべき事項及び受託者の提案事項を簡潔に記載し、検討資料とリンク

させて取りまとめる。 
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２．２．５ 

工事監理等業 

務の速やかな 

実施 

２．２．６ 

受注者への関

与の禁止 

２．２．７ 

受託者の立会 

い 

２．２．８ 

受託者の確認 

（５）打合せ議事録 

監督員等及び受注者との打合せ結果について、打合せ議事録に必要

事項を記載する。 

（６）報告書 

別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に示された報

告事項については、内容及びその結果等を簡潔に記載した報告書を作

成し、報告書の一覧表を作成し関係資料とともにとりまとめる。 

（７）提出時期 

（１）から（３）までについては、原則として翌月のはじめに工事

監理等業務月報として、（４）から（６）までについては、その都度

速やかに、監督員へ提出しなければならない。 

受託者は、受注者が時宜を失することなく工事施工できるよう、調査、

検討、承認、助言等の工事監理等業務を速やかに行わなければならない。

受託者は、受注者の決定に係る工事用材料及び機器の製作者（その施工

者を含む。）の選択については、関与してはならない。 

受託者は、別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に定め

る立会い業務事項について、工事内容が設計図書等のとおり施工又は製作

されているかどうか工事現場、製作所及び試験研究機関等で立会い確認す

る。 

なお、同一の材料・機械・工法等で繰り返し施工される工事又は試験の

場合は、その初回の施工の確認を行うほか、対象工事の規模・階数を考慮

し適切な時期を抽出し、必要な回数の立会いを行う。特にコンクリートの

打込みや仕上げ材等で隠ぺいされる部分においては、入念に立会いを行

う。 

受託者は、別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に定め

る確認業務事項について、工事の施行等に関する指示又は承諾をした事項

（監督員が指示又は承諾した事項を含む。）及び各設計図書等に示された

事項が適正に処理されているかどうか確認しなければならない。 
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２．２．９ 

受託者の調査 

２．２．１０ 

受託者の報告 

２．２．１１ 

工事監理等業 

務の完了 

２．２．１２ 

現場派遣技術 

者 

受託者は、別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に定め

る調査業務事項について、監督員の承諾、確認、協議、立会い、手続等を

必要とする事項は、予め設計図書等と照合し、内容が適正であるかどうか

調査する。 

受託者は、別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」に定め

る報告業務事項については、内容、その結果等を簡潔に文書に記載し、関

係資料とともにとりまとめ、監督員に提出する。 

当局は、対象工事の検査合格及び受託者が提出する工事監理等業務報告

書等の合格をもって工事監理等業務の完了とする。ただし、工事完了後に

行われる法令に基づく諸検査等は、この限りでない。 

（１）現場派遣技術者の選定 

受託者は、着手に当たって、現場派遣技術者を選定し、監督員の承

諾を受ける。現場派遣技術者を変更する場合も同様とする。また、現

場派遣技術者の中から建築基準法に定められた工事監理者を選定す

る。 

（２）現場派遣技術者の要件 

現場派遣技術者は、建築工事、建築機械設備工事及び建築電気設備

工事の工事監理に必要な知識と経験を有する専門技師とする。 

また、原則として、工事ごとに現場派遣技術者を定める。 

（３）現場派遣技術者の交代 

監督員は、現場派遣技術者が工事の助言、指導等について著しく不

適当と認められた場合は、その理由を明示して交替を求めることがあ

る。この場合、受託者は速やかに必要な措置を講ずる。 

（４）現場派遣技術者の人数 

工事監理等業務期間中の現場派遣技術者は下表のとおりとする。 

なお、現場派遣技術者の派遣計画書を監督員に提出し承諾を受け

る。 

職    種 人    数 備     考 

建築・機械・電気 監理に必要な人員 

打合せ及び工事進捗状況等により専門技術

者が必要な場合に派遣する。 
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第３節 工事監理等業務の検査 

２．３．１ 

完了検査・既済

部分検査 

（１）委託完了届の提出 

受託者は、業務委託契約書第 21 条（検査及び引渡し）第１項(1)の

規定に基づいて、委託業務が完了したときは、遅滞なく工事監理等業

務の委託完了届とともに、２．２．４に定める工事監理等業務報告書、

工事監理等業務完了報告書、監督員が指示した書類等の整備を完了し

提出しなければならない。 

（２）部分払いの請求 

受託者は、業務委託契約書第 21 条（検査及び引渡し）第１項(2)の

規定に基づいて、委託者に対して部分払いを請求する場合は、当該請

求に係る出来形部分等の算出方法について監督員の指示を受けるも

のとし、当該請求部分に係る業務は、次のア及びイの要件を満たすも

のとする。 

ア 監督員の指示を受けた事項が全て完了していること。 

イ 契約図書により義務付けられた資料の整備が全て完了している

こと。 

（３）書類の整備 

受託者は、検査日の通知があった場合、検査に必要な書類等を整備

しなければならない。 

（４）検査 

検査員は、監督員及び管理技術者の立会いの上、工事監理等業務の

実施状況について、書類等により検査を行うものとする。 

（５）工事監理等業務完了報告書の記載事項 

工事監理等業務完了報告書の記載事項は、以下のとおりとする。 

ア ２．２．３（２）エに定める工程表（実施を朱書きしたもの） 

イ 納品書 

ウ 協議書 

エ ２．２．４（６）に定める報告事項一覧表 

オ 工事監理等業務出面集計表 

カ その他、監督員の指示する事項 
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第４節 その他 

２．４．１ 

協力会社 

２．４．２ 

打合せ及び 

記録 

（１）再委託の禁止事項 

受託者は、工事監理等業務における総合的な企画及び判断並びに工

事監理等業務の遂行管理については、これを再委託することはできな

い。 

（２）協力会社の満たすべき要件 

受託者は、前項に規定する業務を除いた工事監理等業務の一部を他

の会社（以下「協力会社」という。）の協力を得て業務を行う場合は、

次の各号に掲げる要件を全て満たす協力会社を選定しなければなら

ない。 

ア 協力会社が、当該業務の遂行能力を有すること。 

イ 協力会社が、東京都の競争入札参加資格者である場合は、指名停

止期間中及び排除措置中でないこと。 

ウ 協力会社が、東京都の競争入札参加資格者でない場合は、東京都

の契約から排除するよう警視庁から要請があった者でないこと。 

（３）協力会社使用届の提出 

受託者は、前項の工事監理等業務の一部を再委託する場合は、協力

会社の業務執行体制、経歴等の概要を添付した「協力会社使用届」を

提出しなければならない。ただし、簡易な業務は除くものとする。 

（４）指導及び管理 

受託者は、協力会社に対し業務の実施について適切な指導及び管理

を実施しなければならない。 

（１）監督員との連絡 

受託者は、工事監理等業務を適正かつ円滑に実施するため、監督員

と常に密接な連絡をとり、業務の方針、条件等の疑義を質するものと

し、その内容については、その都度受託者が書面（打合せ議事録）に

記録し、相互に確認しなければならない。 

（２）議事録の作成 

受託者は、受注者との打合せを行った場合は、打合せの内容につい

て書面（打合せ議事録）に記録しなければならない。 
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２．４．３ 

関連する法令、

条例等の遵守 

２．４．４ 

不当介入に対 

する通報報告 

２．４．５ 

業務カルテの 

登録 

受託者は、工事監理等業務の実施に当たっては、関連する法令、条例等

を遵守しなければならない。 

受託者は、受託に当たり、暴力団等から不当介入を受けた場合（協力会

社が暴力団等から不当介入を受けた場合を含む。）は、「東京都契約関係暴

力団等対策措置要綱」（東京都）に基づき、監督員への報告及び警視庁管

轄警察署への通報並びに捜査上必要な協力を行わなければならない。 

受託者は、特記事項で「業務カルテ」を定められた場合は公共建築設計

情報システム（以下「PUBDIS」という。）に当該工事監理等業務の登録手

続を行わなければならない。上記の登録手続は、業務完了後 10 日以内に

行うものとする。受託者は、手続を行う前に PUBDIS の仕様に基づき作成

した「業務カルテ」を監督員に提示し、確認を受けなければならない。ま

た、（一社）公共建築協会から発行された「業務カルテ受領書」を、監督

員へ提出しなければならない。 

【登録先】 

〒104－0033 東京都中央区新川 1－24－8 東熱新川ビル 6Ｆ 

（一社）公共建築協会 公共建築設計者情報センター 

電話 03-3523-0385 FAX 03-3523-1826 
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第３章 書類一般 

第１節 提出書類 

３．１．１

提出書類 受託者は、指定の期日までに、当局の定める様式により次の書類を提出

するものとする。 

（１）着手時 

ア 委託着手届及び工程表 

イ 工事監理者通知書、現場派遣技術者通知書、職務分担表、緊急連絡

表（経歴書の必要なものは添付する。） 

（２）施工時 

ア 工事監理日報(「受注者等提出書類基準」による。) 

イ 別表－２「工事監理等業務処理区分表（受託者用）」における各

報告書 

ウ 工事監理等業務実施計画書 

（３）完了時 

ア 委託完了届、出来高調書及び出来高報告書（既済部分検査

を受けずに完了する場合に限り、委託完了届の添付書類から省

略できる。） 

イ 工事監理等業務委託報告書 

ウ 工事監理等業務委託完了報告書 

エ 第３章第２節書類の整理における書類帳簿等 

（４）その他 

監督員が指示する書類 
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第２節 書類の整理

３．２．１

書類の整理 受託者は、委託対象工事の下記の書類帳簿等を必要に応じて現場に備付

け、これを整理しておかなければならない。 

（１）工事請負契約書（写）及び設計図書（工事標準仕様書、特記仕

様書、図面） 

（２）設計説明書（質疑応答書を含む。） 

（３）地盤・測量調査書 

（４）構造計算書 

（５）計画通知書（写） 

（６）設計変更図書 

（７）施工計画書及び施工図(ISO9001 適用工事の場合は、品質管理計画

表も含む。) 

（８）プラント設備機器配置計画図 

（９）実施工程表 

（10）下請業者一覧表 

（11）施工記録（打合せ簿、施工記録、工事記録写真） 

（12）月間出来高調書 

（13）工事検査に関する書類 

（14）業務委託契約書（写し）及び工事監理等業務委託仕様書 

（15）工事監理等業務実施計画書 

（16）工事監理等業務月報等 

（17）その他必要な書類帳簿等 
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別表－１ 主な官公署への申請手続き一覧表
  表中の〈 〉は法令の略号を示す。

工事区分 申請・届出の名称 提出者 提出先 提出期限 摘    要 法 令 

共 

通 

関 

係 

管 

理 

施 

設 

等 

の 

道 

路 

使 

用 

等 

道路占用許可申請 

道路使用許可申請 

支障移転請求 

工事負担金 

発注者（受注者代

行） 

〃  

〃  

〃

道路管理者 

警察署長 

供給会社等 

〃 

着工前 

〃 

着工３０日ま

で 

〃 

目的,場所,期間,構造,方

法,時期,旧方法 

目的,場所,期間,方法

道路法３２条都道府

県,市町村条例 

〈道交法〉７７条  

建 

築 

関 

係 

建 

築 

物 

工 

作 

物 

計画通知〔確認申

請〕建築物,工作物 

建築工事届 

建築物除却届 

建設工事の計画届 

〃 

工事完了通知〔工

事完了届〕 

自費工事願 

特定建築物届 

防火対象物使用届 

建築主又は建築

主（設計受託者代

行） 

〃 

〃 

事業者（受注者） 

〃 

建築主又は建築

主（監理業務受託

者代行）〃 

受注者 

施設管理者（工事

委任局） 

建築主事 

知事 

〃 

労働基準監督

署長 

労働基準局長

審査会（都道府

県単位） 

建築主事 

道路管理者 

警察署長 

知事 

消防長（市町村

長,消防署長） 

着工前 

〃 

〃 

仕事の開始の

日の１４日前

まで 

〃 

完了した日か

ら４日以内 

着工３０日前

まで 

使用開始後１

ヶ月以内 

使用開始 7 日

前まで 

昇降機及び昇降機以外の

電気・機械設備を含む。工

作物は〈建基令〉１３８条

に指定されたもの 

防火,準防火地域,都市計

画区域内及び１０㎡を越

える場合 

高さ３１m を越える建築物

等の建設,解体等 

高さ１００m を越える建築

物等の建設 

設計図、計画書、系統図、

平面図等を添付 

所在地,用途,延面積,構造

設備の概要,建築物環境衛

生管理技術者名その他 

設計書,計算書,系統図,平

面図等を添付 

〈建基法〉18〔6〕条 

〈建基則〉 １条 

〈建基法〉１５条 

 〃    〃 

〈安衛法〉８８条４ 

〈安衛則〉９０条 

〈安衛法〉８９条 

〈安衛則〉９４条の

２ 

〈建基法〉１８〔７〕

条 

道路法 ６２条 

〈ビル管法〉５条 

*ビル管法・・・施行

令第１条に該当する

建物 

〈火災予条例〉 
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工事区分 申請・届出の名称 提出者 提出先 提出期限 摘      要 法 令 

電 

気 

設 

備 

関 

係 

電 

力 

保安規程届 

主任技術者選任又

は解任届 

受電届 

工事計画届 

使用前安全管理審

査申請 

自家用電気工作物

使用開始届 

自家用電気使用申

込 

電気需給契約 

自家用電気工作物

落成予定通知 

発注者 

〃 

〃 

〃 

発注者（受

注者代行） 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

経産省 

産業保安監督部 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

電力会社 

〃 

〃 

着工前 

〃 

受電開始の３

０日前まで 

着工３０日前

まで 

使用前自主検

査後３０日以

内 

使用開始後遅

滞なく 

着工前 

供給承諾時 

落成予定確定

時 

最大電力３,０００ｋｗ以

上 

受電電圧１０ｋV 以上の需

要設備 

〃 

譲受け又は借受けた場合 

〈電事法〉４２条 

〃      ４３条 

〃    ２７条 

電気使用制限等規則

７条 

〈電事法〉４８条 

〃 ５１条の３項 

〃    ５３条 

電気供給約款 

電気需給約款 

〃 

〃 

省エネ措置の届出 

建築リサイクル法

対象建築工事通知 

特定粉じん排出等

作業実施届 

石綿飛散防止方法

等計画届 

発注者 

〃 

〃 

〃 

知事 

〃 

〃 

〃 

着工２１日前

まで 

着工前（着工

７日前まで） 

着工１４日前

まで 

着工１４日前

まで 

エネルギ－の効率的利用

のための措置 

特定建設資材の種類、着工

時期・工程の概要 

石綿含有吹付け材、石綿含

有保温材等 

石綿含有吹付け材、石綿含

有保温材等 

（石綿使用面積１５ｍ２

以上、建築物延べ面積５０

０m２以上） 

省エネ法７５条、７

５条の２ 

建築リサイクル法１

１条 

大気汚染防止法第１

８条の１５ 

環境確保条例第１２

４条第１項 
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自主検査成績書 

電灯・動力使用申

込 

計画届出 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

労働基準監督機関 

（労働基準監督署又

は人事委員会） 

送電前 

着工前 

工事開始３０

日前 

非発用燃料タンク他 

〃 

〃 

労安法第８８条 

通 

信 

加入申込 

専用申込 

自営端末設備の接

続要求 

入居官署

の長受注

者代行） 

〃 

〃 

電気通信事業者 

〃 

〃 

利用意志確定

次第 

〃 

完成前 

  電話サービス契約 

約款 ２条(NTTの場

合) 

専用サービス契約約

款１１条(〃) 

電話サービス契約約

款別記１６専用サー

ビス契約約款別記７

(〃) 

航 

空 

障 

害 

航空障害標識を設

置しないことにつ

いての申請 

航空障害灯の設置

届 

発注者 

〃 

航空局 

〃 

着工前 

（４週間前ま

で） 

工事完成時 ６０ｍ以上の高さの物件

を設置するとき 

航空法５１条 

〃 

〈航空則〉１２７条 

電 

波 

高層建築物等予定

工事届 

高層建築物等工事

計画届 

発注者 

〃 

地方総合通信局 

〃 

着工前 

伝搬障害防止

区域に指定さ

れたとき 

伝搬障害防止区域に３1m

を越える建築を行うと 

き 

（建築中の場合） 

電波法１０２条の３ 

電波法１０２条の３ 

一般放送の業務登

録申請及び業務開

始届 

一般放送の設備の

設置届及び業務開

始届 

有線電気通信設備

設置届 

発注者（受

注者代行） 

〃 

〃 

地方総合通信局 

〃 

〃 

〃 

（登録）業務開

始前（１．５カ

月以上前）（開

始）業務開始前 

着工前（２週間

前まで）及び業

務開始前 

着工前（２週間

前まで） 

引込端子の数が５０１以

上等の有線テレビジョン

施設の場合 

引込端子の数が５１から

５００までの有線テレビ

ジョン施設の場合 

引込端子の数が５０端子

までの有線テレビジョン

施設の場合 

放送法第１２６条。

１２９条 

〈有通法〉第3条 

放送法第１３３条 

〈有通法〉第３条 
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電柱共架申請書 

同時再放送同意書 

〃 

〃 

電柱所有者（電力,通

信事業者） 

各放送局 

着工前 

〃 

電柱番号,電柱所在地,共

架設備内容等 

アンテナの設置場所,加入

者数,業務区域 

消 

防 

工事対象設備等着

工届 

消防用設備等（特

殊消防用設備等）

設置計画届出 

電気設備設置届 

燃料電池発電設備

届出 

消防用設備等（特

殊消防用設備等）

設置届 

発注者（受

注者代行） 

〃 

〃 

〃 

〃 

消防長又は消防署長 

消防長（市町村長,消

防署長） 

〃 

〃 

〃 

着工１０日前

まで 

着工１０日前

まで 

設置工事開始

７日前まで 

〃 

工事完了後４

日以内 

自動火災報知設備、ガス漏

れ警報設備等 

非常警報設備、誘導灯、非

常コンセント、無線通信補

助設備等 

変電設備（２０ｋＷ以上）

内燃機関による発電設備,

蓄電池設備（４，８００A

ｈ・セ以上）等 

消防用設備等に関する図

書及び同試験結果報告書

添付 

消防法17条の14 

※注 甲種消防設備

士が届出 

〈消防則〉33条の 

18 

火災予条例第５８条

の２第１項 

〈火災予条例〉５７

条第１項 

火災予防条例第５７

条第１項 

消防法１７条の３の

２ 

工事区分 申請・届出の名

称 

提出者 提 出 先 提出期限 摘  要 法  令 

給 

水 

設 

備 

関 

上 

水 

道 

∧ 

給 

水 

装 

置 

∨ 

給水装置工事申

込書兼施工承認

申請 

工事完了届 

指定水道工事店

設計審査申込 

指定水道工事店

工事検査申込 

給水申請 

発注者（受

注者代行） 

〃 

〃 

〃 

〃 

水道事業管理者 

〃 

〃 

〃 

〃 

着工前 

完了時 

着工時 

完了時 

使用時 

案内図,配置図,配管図添

付の上承認を受ける（上水

道－給水装置） 

工事完成図添付 

指定されたものが施工審

査を受ける 

工事竣工後工事検査を受

ける 

申込後量水器取付 

〈給水条例〉 

〃 

〃 

〃 

〃 
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係 

専 

用 

水 

道 

専用水道確認申

請 

給水開始前の届 

発注者 

発注者（受

注者代行） 

知事 

知事 

着工前 

使用前 

給水量,水源の種別,地点,

水質試験,施設の概要等 

水質検査,施設検査 

水道法５０〔３３〕条 

〈水道則〉２１条 

水道法５０〔１３〕条 

〈水道則〉１０条 

高
架
水
槽
高
さ
８
ｍ
超
過

計画通知〔確認申

請〕工作物 

工事完了届 

発注者 

〃 

建築主事 

〃 

着工前 

完了した日か

ら４日以内 

配置図,平面図,構造図,断

面図添付 

検査を受けて検査済証受

領 

〈建基法〉８８条（１

８〔６〕条） 

〈建基法〉１８〔７〕

条 

〈建基令〉１３８条 

排 

水 

設 

備 

関 

係 

公 

共 

下 

水 

道 

に 

下 

水 

排 

出 

排水設備計画届 

工事完了届（除外

施設） 

使用開始届 

発注者（受

注者代行） 

〃 

〃 

公共下水道管理 

者 

〃 

〃 

着工前 

完了した日か

ら５日以内 

使用前  

工事調書,案内図,配置図

添付排水設備技術者選任 

検査を受け検査証受領 

新設開始,休止施設の再現

使用 

〈地方下水道水道条

例〉 

〃 

〃 

カ

ド

ミ

ウ

ム

等

排

出 

特定施設設

置 

特定施設使

用届（現に

その施設を

設置してい

るもの） 

発注者 

発注者（受

注者代行又

は使用者） 

公共下水道管理 

者 

〃 

着工６０日前

又は特定施設

となった日か

ら３０日以内 

使用開始から

３０日以内 

施設の種類,構造,使用方

法,処理方法,汚染状態,

量,その他 

〃 

〈下水法〉１２条の

３第１項 

〈下水法〉１２条の

３第２項、第３項 

公

共

用

水

域

に

カ

ド

ミ

ウ

ム

な

ど

排

出

特定施設設置届 

特定施設使用届 

発注者 

発注者（受

注者代行）

又は使用者 

知事（市長） 

〃 

着工６０日前 

特定施設にな

った日から３

０日以内 

総量指定地域

については制

令施行の日か

ら６０日以内 

施設の種類,構造,使用方

法,処理方法,汚染状態,

量,その他 

施設の種類,構造,使用方

法等 

〈水濁法〉５条 

〈地方条例〉 

〈水濁法〉６条 

   公共水域とは河川,湖沼,港湾,沿岸

海域その他公共の用に供され 

る水域及びこれに接続する公共暗

渠,かんがい用水その他公共の用に

供される水路をいう。 
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以
上
の
汚
水
排
出

河
川
に
50

m3/日

汚水排出届 発注者（受

注者代行） 

河川管理者 使用前 汚水の水質,量,処理方法,

排出方法 

河川法１６条 

地 

下 

水 

採 

取 

関 

係 

政 

令 

指 

定 

地 

区 

建築物用地下水

採取許可申請 

地下水採取届 

発注者 

〃 

知事（指定都市の長） 

〃 

着工前（国は協

議のみ） 

指定地区とな

った日から１

ヶ月以内 

揚水設備の配置,構造図添

付 

使用している地下水揚水

設備の用途,構造,場所 

〈地下水法〉５〔４〕

条 

〈地下水法〉６条 

〈地下水則〉４条 

し 

尿 

浄 

化 

槽 

関 

係 

－ 

浄化槽設置届 

計画通知〔確認申

請〕 

工事完了届 

計画通知〔確認申

請〕に基づく 

発注者（受

注者代行） 

発注者 

発注者 

知事,保健所の設置

する市にあっては市

長 

建築主事 

建築主事 

着工２１日前

まで（型式認定

浄化槽は１０

日前まで） 

〃 

完了した日か

ら４日以内 

見取図,形状,構造,大きさ 

〃 

検査を受け検査済証受領 

浄化槽法５条 既設

建物に新たに浄化槽

を設置する場合 

〈建基法〉１８〔６〕

条 

〈建基法〉１８〔７〕

条 

 ※注 施工中に中間検査が行われ

ることもある（寸法,水張り等）。 

消 

火 

設 

備 

関 

係 

－ 

防火対象物使用

届 

発注者（受

注者代行） 

消防長（市町村長消

防署長） 

使用前 設計書,計算書,系統図,平

面図等を添付 

〈火災予条例〉 

第５６条の２第１項 

工事区分 申請・届出の名称 提出者 提出先 提出期限 摘   要 法 令 

ガ 

ス 

設 

備 

関 

係 

都 

市 

ガ 

ス 

ガス工事申込書 発注者（受

注者代行） 

供給会社 着工前 設計図,建物平面図 〈ガス法〉１７条供

給規程 

液 

化 

石 

油 

ガ 

ス 

液化石油ガス貯蔵

又は取扱いの開始

届（３００ｋｇ以

上貯蔵の場合） 

特定高圧ガス消費

者の消費の届（液

果酸素３，０００

発注者（受

注者代行） 

〃 

消防長又は消防署長 

知事 

着工前 

消費開始２０

日前まで 

取扱数量,位置,構造,消防

設備の概要 

位置,構造,設備,消費の方

法 

消防法９条の２３ 

〈危険令〉1条の10 

〈高ガス法〉24条2 
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ｋｇ以上等） 

液化石油ガス設備

工事届（床面積１，

０００㎡以上の事 

務所等で貯蔵能力

５００ｋｇ超の場

合） 

〃 〃 完了時 〈液ガス法〉３８条

の３ 

〈液ガス則〉８６～

８８条 

冷 

凍 

設 

備 

関 

係 

そ
の
他
の
高
圧
ガ
ス
20
ト
ン
以
上

一
日
の
冷
凍
能
力
が
、
フ
ロ
ン
ガ
ス
50
ト
ン
以
上

高圧ガス製造

許可申請 

製造施設完成

検査申請 

高圧ガス製造

開始届 

発注者（受

注者代行） 

知事 

〃 

〃 

製造開始の２

０日前まで 

完成時 

製造開始時 

ガスの種類,製造計画書添 

付 

検査を受けて検査済証受

領 

〈高ガス法〉５条第

１項 

〈冷凍則〉３条 

〈高ガス法〉２０条 

〈冷凍則〉２１条 

高ガス法２１条 

〈冷凍則〉８２９条 

※注 〈高ガス法〉 

5-1-2で定める値 

を〈高ガス令〉3-2 

で規程 

そ
の
他
の
高
圧
ガ
ス
３
ト
ン
以
上
20
ト
ン
未
満

20
ト
ン
以
上
50
ト
ン
未
満

一
日
の
冷
凍
能
力
が
、
フ
ロ
ン
ガ
ス

高圧ガス

製造届 

発注者（受

注者代行） 

知事 製造開始の２

０日前まで 

ガスの種類,製造施設明細

添付 

高ガス法５条第２項 

冷凍則４条 

ボ 

イ 

ラ 

ｌ 

及 

び 

第 

一 

種 

圧 

力 

容 

新 

設 

の 

も 

構造検査申請 

設置届 

製造者 

発注者（受

注者代行） 

登録製造時検査機関

（又は労働基準局

長） 

労働基準監督機関

（労働基準監督署長

又は人事委員会） 

製造後 

設置３０日前

まで 

検査を受け刻印及び明細

書に検査済印を受ける 

明細書,構造検査証,配置

図,配管図,据付主任者選

任 

〈安衛法〉３８条 

〈ボイラー則〉５条 

〈ボイラー則〉51条 

（第1種圧力容器） 

※注 現場組立の 

ボイラーにあって 

は設置完了後に 

構造検査を受ける 

〈安衛法〉８８条 

〈ボイラー則〉10

条,16条,85条 
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工事区分 申請・届出の名称 提出者 提出先 提出期限 摘要 法令 

火 

を 

使 

用 

す 

る 

設 

備 

関 

係 

熱
風
炉
・
炉
・
か
ま
ど
ボ
イ
ラ
ー
（
小
型
）

火を使用する設備等の

設置届 

発注者（受

注者代行） 

消防長,（市町村

長,消防署長） 

着工７日前

まで 

設備概要,配置図 消防法９条〈火災

予条例〉 

危 

険 

物 

の 

製 

造 

指 

定 

数 

指 

定 

数 

量 

の 

30 

危険物保安監督者選任

届 

発注者（受

注者代行） 

知事又は市町村

長,消防署長 選任したと

き遅滞なく 

消防法１３条 

〈危険令〉３１条 

〈危険則〉４８条 

器 

設 

備 

関 

係 

の 

〔落成検査申請〕 発注者（受

注者代行） 

〃 落成時 検査を受け検査証受領 

〈ボイラー則〉56条 

（第1種圧力容器） 

〈安衛法〉３８条 

〈ボイラー則〉14条 

〈ボイラー則〉59条 

（第1種圧力容器） 

再 

使 

用 

の 

も 

の 

使用再開検査 注者代行） 労働基準監督機関

（労働基準監督署長

又は人事委員会） 

竣工時 構造図,明細書,配置図 〈安衛法〉３８条 

〈ボイラー則〉４６

条 

（第1種圧力容器） 

小 

型 

ボ 

イ 

ラ 

ｌ 

－ 

設置報告 受注者 労働基準監督機関

（労働基準監督署長

又は人事委員会） 

竣工時 構造図,明細書,配置図 〈ボイラー則〉９１

条 

（小型ボイラー,小

型圧力容器） 
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所 

・ 

貯 

蔵 

所 

・ 

取 

扱 

所 

関 

係 

量 

以 

上 

倍 

超 

過 

等 

そ 

の 

他 

危険物設置許可申請（製

造所・貯蔵所・取扱所） 

水張,水圧検査申請 

完成検査申請 

発注者（受

注者代行） 

製造者 

発注者（受

注者代行） 

知事又は市町村長 

〃 

〃 

着工前 

施工中 

完成時 

製造設備,構造明細添付 

容器に配管,付属品を取

り付ける前に申請 

検査を受け検査証受領 

消防法１１条 

〈危険令〉６条 

〈危険令〉８条の

２の２ 

〈危険令〉８条 

指
定
数
量
の
１/５
以
上

少量危険物の貯蔵の・取

扱届出 

発注者（受

注者代行） 

消防署長 完成時 品名,数量等 〈地方火災予条

例〉 

ば 

い 

煙 

関 

係 

－ 

ばい煙発生施設設置届 

工事計画届出 

発注者（受

注者代行） 

〃 

知事又は市長 

経産省 

産業保安監督部 

着工６０日

前まで 

着工３０日

前まで 

ばい煙発生施設の種類,

使用方法,処理方法 

・ディーゼル機関及び

ガスタービン：５０リッ

トル／ｈ以上 

・ガス機関及びガソリ

ン機関：３５リットル／

ｈ以上 

〈大気法〉６条 

〈大気法〉１０条 

〈大気法〉３１条 

〈大気令〉１３条 

〈地方条例〉 

 電事法）４８条

振 

動 

関 

係 

伴
う
建
設
工
事
を
施
工
す
る
場
合

指
定
地
域
内
に
特
定
建
設
作
業
を

特定建設作業実施届 

工事計画届出 

発注者（受

注者代行） 

〃 

知事 

経産省 

産業保安監督部 

作業開始７

日前まで 

着工３０日

前まで 

特定建設業の種類,場

所,期間,振動防止の方

法等 

１機関当たりの原動機

の定格出力が７．５kW以

上の圧縮機 

（振動規制法に規定す

る指定地域内に設置す

る場合に限る） 

〈振動法〉１４条 

〈振動則〉１０条 

 電事法）４８条
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騒 

音 

関 

係 

指
定
地
域
内
に
特
定
施
設
を
設
け
る
場
合

特定施設設置届 

特定施設使用届 

工事計画届出 

発注者（受

注者代行） 

所有者 

〃 

知事又は市町村長 

〃 

経産省 

産業保安監督部 

着工３０日

前まで 

特定施設と

なった日か

ら３０日以

内 

着工３０日

前まで 

特定施設の種類ごとの

数,騒音防止方法,配置

図 

〃 

１機関当たりの原動機

の定格出力が７．５kW以

上の空気圧縮機及び送

風機 

（騒音規制法に規定す

る指定地域内に設置す

る場合に限る） 

〈騒音法〉６条 

〈騒音法〉２５条 

〈地方条例〉 

〈騒音法〉７条 

※注 指定地域と

なった場合の既存

施設 

 電事法）４８条

昇 

降 

機 

－ 

計画通知書（昇降機） 

・設置届 

・廃止届 

・完了届 

発注者（受

注者代行） 

建築主事  

着工前 

廃止前 

完了時 

建築配置図 

昇降機据付平面図 

横断面図等 

構造詳細図 

〈建基法〉６条 

〈兼規則〉１条 

ク 

レ 

ｌ 

ン 

－ 

クレーン設置届 

クレーン設置報告書 

発注者（受

注者代行） 

発注者（受

注者代行） 

労働基準監督機関

（労働基準監督署

長又は人事委員

会） 

労働基準監督機関

（労働基準監督署

長又は人事委員

会） 

設置工事開

始３０日前

まで 

クレーン設

置前 

つり上げ荷重３トン以

上,明細書,組立図,強度

計算書,据付周囲状況,

基礎概要等添付 

つり上げ荷重０．５トン

以上３トン未満 

〈安衛法〉８８条 

〈安衛令〉１３条 

〈クレーン則〉５

条 

〈〈安衛令〉１３条 

〈クレーン則〉１

１条 

ゴ 

ン 

ド 

ラ 

－ 

ゴンドラ設置届 発注者（受

注者代行） 

労働基準監督機関

（労働基準監督署

長又は人事委員

会） 

設置工事開

始３０日前

まで 

明細書,検査済証,組立

図,据付ける箇所の周囲

の状況,固定方法等添付 

〈安衛法〉８８条 

〈ゴンドラ則〉１

０条 
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 (注意事項) 

１ 消防用設備等着工届、設置届の必要な対象設備を以下に示す。 

なお、設置届の提出時期は工事完了後となっているが、事前に打合せが必要である。 

(1) 着工届 

自動火災報知設備、ガス漏れ火災報知設備、消防機関へ通報する火災報知設備、屋内消火栓設備、

スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備、窒素ガス消火設備、二酸化炭素消火設備、ハ

ロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備、避難器具(金属式避難はしご(固定式)、救

助袋、緩降機)等。 

(2) 設置届 

上記(1)の全部、漏電火災警報機、非常警報設備、誘導灯設備及び誘導標識、非常コンセント設

備、無線通信補助設備、非常電源、消防用水、連結散水設備、排煙設備、消火器、動力消防ポンプ

等。 

２ し尿浄化槽関係 

受注者が設置する現場事務所のし尿浄化槽は、別途必要な書類を官公署へ届け出る。 

３ 労働安全衛生法において届出の必要な主な対象設備を以下に示す（建築工事に関連する箇所のみ

を抜粋）。 

 (1) 労働安全衛生法第38条による許可申請（特定機械等） 

ボイラー、第一種圧力容器、吊り上げ荷重が3トン以上のクレーン、吊り上げ荷重が3トン以上の

移動式クレーン、吊り上げ荷重が2トン以上のデリック、積載荷重が1トン以上のエレベータ、ガイ

ドレール（昇降路）の高さが18ｍ以上の建設用リフト、ゴンドラ等。 

 (2) 労働安全衛生法第88条の届け出（機械等で危険若しくは有害な作業を必要とするもの） 

化学設備（オイルタンク等の危険物取扱いの施設含む）、軌道装置、型枠支保工（支柱の高さが

3.5ｍ以上のものに限る）、架設道路（高さ及び長さがそれぞれ10ｍ以上のものに限る）、足場（つ

り足場、張出し足場以外の足場にあたっては、高さが10ｍ以上の構造のものに限る）、空気調和設

備又は機械換気設備で中央管理方式のもの、特定粉じん発生源を有する機械又は設備、石綿等の粉

塵が発生する屋内作業場に設ける発散抑制の設備等。 
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別表－２ 工事監理等業務処理区分表（受託者用）

処 理 区 分

 ○    

 ○    

工事着手届 〇

工事工程表 〇 指定工事がある場合は確認

現場代理人通知書等 〇 経歴書添付

施工計画書 〇
ISO9001 適用工事の場合は

 品質管理計画表も含む

主要資材発注先予定表 〇

工事月報 〇

既済部分検査請求書 〇

中間検査請求書 〇

材料検査請求書 〇

材料検査報告書 〇

材料試験結果報告書 〇

承諾申請書 〇

官公署関係手続 〇

工事施工記録写真 〇

打合せ簿及び作業日報 〇

工事完了届 〇

工事関係書類引渡し一覧表 〇

工事事故報告書 ※ 受注者の報告書添付

工事中止及び中止解除等 ※ 必要により受注者の調書を添付

工事発生材料引渡書 ※

工事変更に関するもの ※
 「受注者等提出書類基準」第１章８　施
工に関するものによる

○○(変更)報告書 ※  名称、代表者、その他の変更

受注者の工事関係者に関する措置要
求

※  現場代理人、下請負業者等

 ○    東京都工事施行適正化推進要綱第６

 ○    

 ○  ○  

 ○ ○ ○  工事請負契約書17条～29条、43条

※  ○   

 ○    

備　考受  託  者

　　業 務 事 項
確

認

報

告

伝

達

指

導

官公署への届出手続き等

工事実績情報の登録

提出書類

施工体制台帳等

別契約の関連工事

立

会

調

査

疑義に対する協議等

設計変更・工事中止等

建設副産物の処理

関係者への広報等

※必要に応じて
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処 理 区 分

○ ○ ○ ○  工事請負契約書16条

○ ○  ○  工事請負契約書17条

○ ○ ○

※     

 ○  ○  

 ○  ○  

 ○  ○  

 ○    

 ○  ○  

 ○ ○   

 ○    

  ○ ○ ※

 ○    

○  ○ ○  材料検査実施基準

  ○ ○ ※

※ ○   ※

 ○  ○  

 ○  ○  

〇

 ○  ○  特記仕様書

 ○    

 ○    

 ○ ○ ○  

○   ○ ○

○   ○ ○

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

伝

達

指

導

立

会

調

査

確

認

報

告

受  託  者 備　考

設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等

条件変更等

　　業 務 事 項

工事と設計図書との照合・確認

工事現場定例会議等

工程表（実施、月間、工種）

総合施工計画書
(総合的な計画・安全体制・仮設計画）

工種別施工計画書

品質管理

施工図(製作・加工・原寸)

工事報告書等

試験・施工等の記録

施工中の安全確保

緊急時の措置  

既存部分の養生

○ ○  ○

 ○    

材料の検査等

材料等の見本確認（使用材料の確認）

石綿含有建材の取扱い

技能者・技術者の資格等の照合

施工数量調査・事前打合せ

工法等の提案

工事検査の立会い(既済・中間・完了)

完了時の提出図書等

仮設物撤去等

製作者及び専門工事業者

試験結果が不合格の場合の措置

官公署による検査立会い等

施工状況の立会い確認（主要事項）

敷地の状況確認及び縄張り

ベンチマーク，遣方

根切り、床付け ○  〇 ○ ○

ＧＬの決定

埋設物等の施工
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処 理 区 分

○ ○

各試験の立会 ○ ○

支持層への到達確認 ※ ○ ○ ○

支持層への到達確認が困難な場合 ○ ○ ○

掘削が困難な場合

安定液を用いない場合
根固め液の浸透が著しい場合

その他不具合が発生した場合

※ ○ ○ ○

杭周固定液が散逸した場合の対策 ※ ○ ○ ○

 ○  ○  

○   ○ ○

 ○    

〇

 ○    

○   ○ ○

※  ○ ○  

○    ○

 ○    

○   ○ ○

  ○   

  ○   

  ○   

○    ○

○  ○  ○

  ○   

  ○   

※ ※ ※ ※  

※ ※ ○ ※  

※ ※ ○ ※  

〇 〇

※ ※ ※ ※ ※

調

査

確

認

報

告

伝

達

指

導

立

会

受  託  者 備　考

　　業 務 事 項

試験杭

本杭（支持層への到達確認等）

杭頭処理

配筋検査

鉄筋の規格証明書との照合

鉄筋の組立中の確認 ○    ○

圧接完了後の試験
（機械式継手及び溶接継手検査含む）

コンクリート計画調合

コンクリートの試し練り

コンクリート打込み前の準備

構造体コンクリートの強度の判定

鉄骨の規格証明書との照合

製品検査

高力ボルトの締付け後の確認

溶接部等の確認
溶接部の試験

建方

防水層の施工の検査

タイルの施工後の確認及び試験   ○   

あと施工アンカーの確認   ○   

建具の鍵と錠の照合

路床工事完了後の路床高さ及び転圧等

外壁施工数量の調査

外壁改修の確認

あと施工アンカーの確認試験（耐震改修工事）

柱補強工事の確認

設計図書に明示なき当然必要な事項

その他の施工一般の確認

－34－



処 理 区 分

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

伝

達

指

導

立

会

調

査

確

認

報

告

受  託  者

電気設備

埋 設 物 等 の 施 工

備　考

　　業 務 事 項

隠ぺい配管の布設 ○ ○

建柱

地中配線

接地

雷保護設備の接地

機 器 類 の 取 付 け

柱上変圧器等の取付け

電灯設備

動力設備

受変電設備

電力貯蔵設備

ディーゼル発電設備
ガスエンジン発電設備
ガスタービン発電設備

○ ○

熱併給発電設備
（コージェネレーション装置）

太陽光発電設備

風力発電設備

小出力発電設備

中央監視制御設備

構内情報通信網設備

構内交換設備

放送設備

映像・音響設備

情報表示設備

誘導支援設備

テレビ共同受信設備

テレビ電波障害防除設備

防犯・入退室管理設備

自動火災報知設備

住宅用火災警報器

自動閉鎖設備

非常警報設備
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処 理 区 分

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

※ ※ ※ ※ ※

伝

達

指

導

立

会

調

査

確

認

報

告

受  託  者 備　考

ガス漏れ火災警報設備

監視カメラ設備

　　業 務 事 項

駐車場管制設備

はつり工事

インサート及びアンカー工事

仮設備工事

活線及び活線近接作業

配管・配線等の改修

機器類の取外し・再使用

設 備 機 能 試 験

電力設備の機材の試験

電力設備の施工の立会い

受変電設備の機材の試験

受変電設備の施工の立会い及び試験

電力貯蔵設備の機材の試験

電力貯蔵設備の施工の立会い及び試験

発電設備の機材の試験

発電設備の施工の立会い及び試験

中央監視制御設備の機材の試験

中央監視制御設備の立会い及び試験

通信・情報の機材の試験

通信・情報の立会い及び試験

その他の施工一般の確認
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処 理 区 分

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

伝

達

指

導

立

会

調

査

確

認

報

告

受  託  者 備　考

機械設備

施工条件

施工の立会い等（全体）

　　業 務 事 項

撤去及び補修・復旧等 ○ ○

火気使用の制限

既設給水配管、冷温水配管の構成工法等

既設ダクト清掃工法等

はつり、穴開け等

非破壊検査

インサート及びアンカー

埋 設 物 等 の 施 工

埋設配管の一般事項

埋設深さ

防食処置

貫通部の処理一般事項

その他（土工事、地業工事）

機 器 類 の 取 付 け

衛生器具等の施工一般事項

給排水衛生機器の据付け

一般事項

都市ガス設備の施工器具の取付け

液化石油ガス設備の施工器具の取付け

空気調和設備の施工機器の据付け等一般事項

空気調和設備の施工ダクトの製作及び取付け

自動制御設備の機材自動制御盤の一般事項

自動制御盤の改造

設 備 機 能 試 験

共通工事の一般共通事項

各設備の総合試運転調整

配管の試験一般事項

各種別配管

あと施工アンカーの性能試験等

給排水衛生設備機器類の試験
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処 理 区 分

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

※ ※ ※ ※ ※

伝

達

指

導

受  託  者 備　考

立

会

調

査

確

認

報

告

都市ガス設備の試験

液化石油ガス設備の試験

空気調和設備機器類の試験

コ－ジェネレ－ション装置の試験

　　業 務 事 項

エスカレ－タ－設備の試験

機械式駐車設備の試験

その他の施工一般の確認

自動制御用機材の試験

自動制御設備の試験調整

総合試運転調整

一般エレベータ－設備の試験

一般油圧エレベータ－設備の試験

小荷物専用昇降機設備の試験
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提 出 書 類 の 様 式





 このスペースには記入しないでください 

文 書 番 号
(工事番号)

委 託 着 手 届

年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 東京都〇〇区〇〇町二丁目8番1号 

(受託者)     株式会社 〇〇コンサルタント 

氏 名 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇

法人の場合は名称 

                                       及び代表者の氏名 ※ 

下記のとおり着手したので届け出ます。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所 

契 約 金 額 
￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

着 手 年 月 日   年  月  日 

※ 受託者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。

〔本書類を発行することができる権限を有する者〕

 役職：            氏名：          電話番号：       

〔事務担当者〕

 所属：            役職：      氏名：       電話番号：      

（都職員使用欄） 押印省略時の

本人確認日、確認方法及び確認者
年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議

（確認者氏名）
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（注） 

１ 提出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 履行期限は契約書による。 

３ 提出年月日は着手年月日と同日とする。 

４ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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工 程 表

着 手 年 月 日     年  月  日 

完 了 予 定 年 月 日        年  月  日 

番

号

       月   別

                   日 別

 工  種 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20

（注） 

１ 工種は、建築躯体工事、建築仕上工事、建築機械設備工事、建築電気設備工事のように記載する。 

２ 工程線は、赤色太線とする。 

３ 各工種別の着手、完了月日が途中の場合は、日付を記載する。 

４ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

工 事 監 理 者 通 知 書

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名           

法人の場合は名称 

                                   及び代表者の氏名 

                             連絡用メ－ルアドレス 

工事監理者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所 

契 約 金 額 
￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

工事監理者氏名
（連絡用メ－ルアドレス） 

ふりがな
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（注） 

１ 提出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 履行期限は契約書による。 

３ 提出年月日は着手年月日と同日とする。 

４ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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統一３

経 歴 書（    ）

ふ り が な 

氏  名 

学  歴 

年  月                      ○○○○卒業 

                                 職  歴 

年  月                     ○○○○入社 

                                作業経歴 

年  月 

資  格 

      年  月                     ○○○士   登録第○○○号 

（注） 

１ 表題の（   ）内には、工事監理者等該当する技術者分類の名称を記入する。 

２ 学歴欄には求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載する。 

３ 職歴欄には、年代順に職歴を記載するとともに、建築基準法による工事監理者等については、この

資格に必要な実務経験について、また仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務

経験について記載する。 

４ 作業経歴（設計経歴を含む）は、年代順に抜粋して、実施年度及び件名を記載する。 

５ 資格欄には、その資格を証するに必要な資格者証、合格証明書、免許証等について、また仕様書等

で特に定められた資格がある場合に、その資格について取得年月日、資格の名称、種類、登録番号等

を記載する。 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

現場派遣技術者通知書

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

現場派遣技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所 

契 約 金 額    ￥ 

   (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

現場派遣技術者氏名

(連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ) 

ふりがな

法人の場合は名称

及び代表者の氏名

連絡用メールアドレス
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（注） 

１ 提出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 履行期限は契約書による。 

３ 提出年月日は着手年月日と同日とする。 

４ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 

５ 経歴書は工事監理者通知書と同じものを使用する。 
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職 務 分 担 表 

職    名 氏      名 職   務   内   容 

現

場

派

遣

技

術

者

工 事 監 理 者  監理委託業務の総括 

                              係 

                            係 

                              係 

                              係 

                              係 

                              係 

（注） 

１ 職務内容は、建築意匠、建築構造、建築機械設備、建築電気設備等のように、詳

細に記載する。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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緊 急 連 絡 表 

職  名 氏   名 

緊 急 連 絡 電 話 

備  考 

昼 夜 

本社等責任者 

役職名 

工 事 監 理 者     

現場派遣技術者     

（注） 

１ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

協 力 会 社 使 用 届

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

下記の委託について、別添の協力会社を使用するので届け出ます。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所  

契 約 金 額 
￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

（注） 

１ 提出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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協 力 会 社 一 覧 表 

業 務

部門別

協 力 
会社名

代 表 者

所在地 電 話 番 号 技術者数

本業務担当技術者

備 考

氏 名
経歴・

資格等
氏 名

経歴・

資格等

（Ａ４タテ） 
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文書 番 号 
(工事番号)

前 払 金 請 求 書

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

債主登録番号 

保証証書を提出したので下記のとおり前払金を請求します。 

記 

１ 請 求 金 額   ￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥          )  

２ 文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

３ 件 名 

４ 契 約 金 額   ￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ) 

５ 前 払 金 の 率   契約金額の     ％ 

（限度額 ￥                 ） 

６ 請 求 根 拠   契約約款第○○条  

※ 受託者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔本書類を発行することができる権限を有する者〕 

 役職：            氏名：          電話番号：        

〔事務担当者〕 

 所属：            役職：      氏名：       電話番号：       

（都職員使用欄） 押印省略時の 

本人確認日、確認方法及び確認者
年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議  

（確認者氏名）

法人の場合は名称

及び代表者の氏名※
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（注） 

１ 提出部数は、４部（正本、担当者、経理２部）とする。 

２ 債主登録番号は、東京都下水道局経理部会計課に、支払金振込み登録申請書を提出し、当局より債

務者に付与された番号を記載する。 

３ 請求年月日は記入しない。 

４ 提出様式の大きさは、Ａ４タテ版とする。 

５ 請求金額の欄にある『うち取引に係る消費税及び地方消費税の額』については、記入しない（平成

26年4月21日の事務連絡による。）。 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

工事監理等業務実施計画書

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

下記委託について別添工事監理等業務実施計画書を提出します。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所  

契 約 金 額 
￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

（注）１ 提出部数は、３部（正本、担当者、受託者）とする。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 

３ 工事監理等業務実施計画書への記載事項は、次のとおりとする。 

(1) 工事監理等業務一般事項（目的、適用法令、適用基準類、変更処理方法 等） 

(2) 工事監理等業務体制（指示系統図、定例会議等運営計画 等） 

(3) 工事監理等業務方針（実施方針、工事監理等業務処理区分表の業務事項に応じた立会い内容・

立会い頻度 等） 

(4) 工事監理等業務工程計画（工事監理等業務技術者の配置、配置予定技術者数 等） 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

工 事 監 理 等 業 務 報 告 書

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

 (受託者) 事業者 

代表者名            

下記委託について別添工事監理等業務報告書を提出します。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名  

委 託 場 所  

契 約 金 額 ￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

（注） 

１ 提出部数は、２部（正本、担当者）とする。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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○ ○ ○ 工 事 監 理 等 業 務 報 告 書

自     年   月   日 

履行期間 

至     年   月   日 

住 所 

（受託者）事業者 

代表者名 
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業 務 報 告 書

年 月 日 業 務 内 容 備 考 

（注）提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

委 託 完 了 届

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

下記の委託を本日完了したので届け出ます。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所 

契 約 金 額 
￥ 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ) 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

受 付 年 月 日   年  月  日 

監 督 員 

職 氏 名 
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（注） 

１ 提出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 提出年月日は完了年月日と同日とする。 

３ 監理委託部分を明示した案内図を添付する。 

４ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 

※ （註）：既済部分検査を受けずに完了する場合に限り省略できる。 
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出 来 高 調 書

（   年  月  日現在) 

１ 契 約 金 額 ￥ 

２ 出 来 高 率     ％ 

３ 前回までの出来高額 ￥ 

４ 今 回 出 来 高 額 ￥ 

５ 累 計 出 来 高 額 ￥ 

６ 出 来 高 残 額 ￥  

(注) 

１ 出来高現在年月日は、完了年月日と同じとする。 

２ 提出様式の大きさはＡ４ タテ版とする。 
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出 来 高 報 告 書
(    年  月  日現在) 

工事番号 件 名

受 託 者

社 名 

代表者

  契約金額  ￥ 
 前回出来高                ％ 
 計画出来高                ％ 

工事監理者                               実施出来高                ％ 

履行期間
変  更

履行期間
着 手   年  月  日 着 手

完 了 予 定   年  月  日 完 了 予 定

項番 工種 種  別 形      状 単位
設計 

数量

出来高

数 量

施工率

(％)

配分率

(％)

出来高

(％)
備考

（注）１ 委託完了届、既済部分請求書にも使用する。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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契 約 代 金 請 求 書 (第  回)

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者)  事業者 

代表者名                         

債主登録番号 

 下記のとおり請求します。 

記 

１ 工 事 番 号       ○○○第    号 

２ 件 名 

３ 契 約 金 額       ￥ 

４ 契 約 番 号        ○○○第    号 

５ 契 約 年 月 日          年  月  日 

６ 前回までの出来高額       ￥ 

７ 今 回 出 来 高 額       ￥ 

８ 累 計 出 来 高 額       ￥ 

９ 前 払 金 額       ￥ 

１０ 前 回 ま で の 受 領 額       ￥ 

１１ 今 回 請 求 金 額    ￥ 

※ 受託者氏名欄に記名の上、押印又は押印を省略する場合には以下を記載する。

〔本書類を発行することができる権限を有する者〕

 役職：            氏名：          電話番号：       

〔事務担当者〕

 所属：            役職：      氏名：       電話番号：      

（都職員使用欄） 押印省略時の

本人確認日、確認方法及び確認者
年  月  日 □対面 □電話 □テレビ会議

法人の場合は名称

及び代表者の氏名※

（確認者氏名）
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（注） 

１ 届出部数は、４部（正本、担当者、経理２部）とする。 

２ ※（第 回）は、既済部分検査を受ける場合に記載する。 

３ 既済部分検査を受けずに完了した場合は、「６ 前回までの出来高額」「８ 累計出来高額」及び

「１０ 前回までの受領額」を記載せず、以下の項目の番号を繰上げる。 

４ 前払金を受けていない工事は、「９ 前払金額」を記載せず、以下の項目の番号を繰上げる。 

５ 債主登録番号は、東京都下水道局経理部会計課に、支払金振込み登録申請書を提出し、当局より債

務者に付与された番号を記載する。 

６ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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統一34

 このスペースには記入しないで下さい 

文 書 番 号
(工事番号)

既 済 部 分 検 査 請 求 書（第  回）

  年  月  日 

(委託者あて)   殿 

住 所 

(受託者) 事業者 

代表者名            

下記委託の既済部分検査（第  回）を請求します。 

文 書 番 号 

(契 約 番 号 ) 

件 名 

委 託 場 所 

契 約 金 額 ￥ 

 既 受 領 額 

（うち前払金額）

 ￥ 

（￥           ） 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

既 済 部 分 

の 支 払 を 

受ける根拠 

契約条項第    条 
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（注） 

１ 届出部数は、３部（正本、担当者、検収）とする。 

２ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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既 済 部 分 出 来 高 調 書

(    年  月  日現在) 

１ 契 約 金 額 ￥ 

２ 出 来 高 率      ％ 

３ 前回までの出来高額 ￥ 

４ 今 回 出 来 高 額 ￥ 

５ 累 計 出 来 高 額 ￥ 

６ 出 来 高 残 額 ￥ 

(注) 

１ 出来高率は、出来高報告書による。 

２ 第１回既済部分検査の場合は、「３ 前回までの出来高額」「５ 累計出来高額」を記載せず、以

下の項目の番号を繰上げる。 

３ 提出様式の大きさはＡ４タテ版とする。 
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（   契約番号    ）

建築士法第２２条の３の３の規定に基づく書面

 委託者及び受託者は、建築士法第２２条の３の３に基づき、本書面（別記）及び別冊の契約書（約

款及び仕様書を含むものとし、以下「契約書」という。）により確認し、履行するものとする。

件 名                                         

契約日         年   月   日

        東 京 都

委託者                                 

        代表者

        住 所   

受託者     

        氏 名                         
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記

１ 対象となる建築物の概要

契約書による。

２ 委託業務の種類、内容及び実施方法

契約書による。

３ 委託業務の実施期間

契約書による。

４ 設計業務において、作成する成果物等（成果図書及びその他の成果物。建築士法第２条第６

 項に規定する設計図書を含む。）

契約書による。

５ 工事監理業務において、工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する

 報告の方法

  契約書による。

６ 受託者の建築士事務所登録に関する事項

７ 設計・工事監理に従事することとなる受託者登録の建築士事務所所属の建築士・建築設備士

※ 設計に従事することとなる建築士が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士であ

る場合にはその旨の記載が必要。

８ 設計・工事監理の一部の再委託先（協力事務所）

  委託者の承諾を得た「技術者及び協力会社」による。

９ 契約金額（業務報酬）の額及び支払の時期

契約書による。

10 契約の解除に関する事項

契約書による。

建築士事務所の名称：                   

所在地： 

区分(一級、二級、木造)（   ）建築士事務所（    ）知事登録第  号 

開設者の氏名又は法人名称： 

開設者が法人の場合はその代表者の氏名：          

【氏名】：  

【資格】（    ）建築士【登録番号】（    ） 

【氏名】： 

【資格】（  ）建築士【登録番号】（  ） 

（建築設備の設計に関し意見を聴く者） 

【氏名】： 

【資格】建築設備士【登録番号】（  ）
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（注）

１ 「建築士法の一部を改正する法律」（平成 26年法律第 92号）に基づく書類。

２ 「建築設計」で発注する設計委託及び工事監理業務委託に使用する。

３  契約書に綴じ込み、契約書の綴込確認時に内容の確認を受けること。
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